
⇒ ⇒

集落排水事業会計 － ％

20.0%

２．資金不足比率

－ ％

特別会計の名称

工業用水道事業会計

将来負担比率

－ ％

350.0%

上那賀病院事業会計

早期健全化基準

財政再生基準
30.00%

実質公債費比率

※対象となる比率がない場合は、「－」で表記しています。

平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下「健全化法」）が平成２０年４月から施行され、町は４つの指
標からなる健全化判断比率と、公営企業ごとの資金不足比率を算定、監査委員の審査に付した上で議会に報告し、町民
の皆様に公表することが義務付けられました。

　健全化法では、健全化判断比率のうち１指標でも早期健全化基準以上となった場合は財政健全化計画等を、また資金
不足比率が経営健全化基準以上となった場合は経営健全化計画を策定し、町財政の早期健全化及び財政の再生、公営企
業の経営健全化に向けて取り組まなければなりません。

　健全化判断比率等の財政指標の公表は平成１９年度決算からで、財政健全化計画等策定の義務付けは平成２０年度決
算からの適用となっています。

（財政再生団体）

実質赤字比率

－ ％

14.39%

20.00%

指　　　　　標

7.2%

25.0%
（早期健全化団体）

35.0%

連結実質赤字比率

－ ％

19.34%

※対象となる比率がない場合は、「－」で表記しています。

資金不足比率

－ ％

－ ％

簡易水道事業会計

経営健全化基準

１．健全化判断比率

那　　賀　　町

健全団体 早期健全化団体 財政再生団体 の順に財政が悪化

　那賀町の平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は下記のとおりとなり、いずれの指標も基準を
下回っており、実質公債費比率については７．２％（平成２９年度６.９％）となっています。実質公債費率の悪化に
ついては、普通交付税の削減が主な要因となっております。
　地方債の発行額については、昨年度より繰越分も含め４億８千９２０万円減少しております。
　ここ数年において、水道施設の更新、ＦＴＴＨ化、那賀町体育館、給食センター等の大型事業による地方債の増加が
見込まれます。
　今後においては、大型事業が計画されていますが借入と償還のバランスをとりながら地方債残高を少しでも増やさな
いように実質公債費比率のさらなる改善に努めます。



標準財政規模　＝　標準税収入額等　＋　普通交付税額　＋　臨時財政対策債発行可能額

     （6,119,774千円） （1,227,430千円）   （4,659,253千円）　    （233,091千円）

  （ 単位：千円 ）

①

②

③

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ÷Ｃ

Ｂ÷Ｃ

6,119,774

-14.57%

-27.92%

（黒字）

（黒字）

83,073

7,638 （剰余）

214,940 （剰余）

1,708,824 （黒字）

一般会計等

247,600

（黒字）

569,034

8,293 （黒字）

472,351 （黒字）

標準財政規模 （ 6,119,774千円 ）

公営企業に係る特別会計

工業用水道事業会計

上那賀病院事業会計

実質収支額　又は
資金不足・剰余額

備　　　考

892,190

（黒字）878,638

介護保険事業会計

実質赤字比率 ・・・一般会計等の実質赤字が標準財政規模に占める割合

13,552

（黒字）

連結実質赤字比率
（－％）

◎標準財政規模・・・地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入される経常的一般財源の規模

連結実質赤字比率

集落排水事業会計

実質収支額（①）

連結実質収支額（①＋②＋③）

標準財政規模

4,353 （剰余）

20,669 （剰余）

892,190 （黒字）

5,317 （黒字）

・・・全会計(財産区事業会計は除く)の実質赤字が標準財政規模に占める割合

公営事業(公営企業以外)に係る特別会計

実質赤字比率
（－％）

＝

国民健康保険事業会計

国民健康保険診療所事業会計

一般会計

ケーブルテレビ事業会計

＝

実質赤字比率（％）

連結実質赤字比率（％）

※実質収支額（Ａ）及び連結実質収支額（Ｂ）が黒字のため、実質赤字比率（％）及び連結実質赤字比率（％）は
負の値となっています。その場合、指標では「－」の表記となります。

簡易水道事業会計

後期高齢者医療会計

一般会計等の実質赤字額 （ 0千円 ）

標準財政規模 （ 6,119,774千円 ）

連結実質赤字額 （ 0千円 ）



  （ 単位：千円 ）

Ａ

Ｂ

Ｄ

Ｅ

4,807,921

集落排水事業会計
153,100

5,043,704

6,119,774

158,217

7.66485%

359,150
4,685,675

7.2%

1,434,099

地方債の元利償還金

地方債の準元利償還金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政
需要額算入額

標準財政規模

344,224

実質公債費比率（％）（３ヵ年平均）

備　　　考

繰上償還額除く

上那賀病院事業会計

164,474

164,474

－
老人ホーム福寿荘組合

海部消防組合

350,099

6.82483%

54,666

－

－

54,666

7.28171%

国民健康保険診療所事業会計

6,487,844

－

－

54,666

1,444,140

6,242,160

公営住宅使用料

－

1,680,787 1,683,441

153,100 158,217

実質公債費比率（％）（単年度） (Ａ+Ｂ)-(Ｃ+Ｄ)
　　(Ｅ-Ｄ)

1,689,930

簡易水道事業会計

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

（地方債の元利償還金 Ａ ＋ 準元利償還金 Ｂ）－（特定財源 Ｃ ＋
 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

標準財政規模 Ｅ－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

実質公債費比率 ・・・一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に占める割合

一般会計等から特別会計への繰出金
のうち、公営企業債の償還に充てた
もの

＝

債務負担行為に基づく支出のうち、
公債費に準ずるもの

一時借入金の利子

Ｃ特定財源 徳島県市町村合併交付金

各年度の普通交付税
の基準財政需要額に
算入された額

那賀町が加入している組合等の地方
債の元利償還に充てた負担金

1,434,239

－

－

－



  （ 単位：千円 ）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

将来負担比率（％）

充当可能財源等

退職手当支給見込額

充当可能基金額

将来負担比率 ・・・一般会計等が将来負担すべき実質的な債務が標準財政規模に占める割合

平成29年度末地方債現在高等に係る基準財
政需要額算入見込額

標準財政規模

将来負担額

一般会計等の平成30年度末における地方債
現在高

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還
に充てる一般会計等からの負担等見込額

那賀町が加入している組合等の地方債の元
金償還に充てるための負担等見込額

22,858,595

10,609,561

113,249

金　　　額

16,850,371

14,424,715

1,274,158

－

上那賀病院事業会計

簡易水道事業会計

集落排水事業会計

国民健康保険診療所事業会計

備　　　考

一般会計

ケーブルテレビ事業会計

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算
入額

特定財源見込額

平成30年度に普通交付税の基準財政
需要額に算入された額

一般会計等に属する一般職・特別職
職員が一斉に退職した場合

12,135,785

6,119,774

1,151,498

財政調整基金・減債基金等

公営住宅使用料

令和元年度以降、普通交付税の基準
財政需要額への算入見込額

徳島県市町村合併交付金

1,434,099

-128.2% (Ａ－Ｂ)÷(Ｃ－Ｄ)

※将来負担額（Ａ）が充当可能財源等（Ｂ）を下回っているため、将来負担比率（％）は負の値となっています。
その場合、指標では「－」の表記となります。

将来負担比率
（－％）

＝

将来負担額 （Ａ）－ 充当可能財源等 （Ｂ）

　標準財政規模 （Ｃ）－ 元利償還金・準元利償還金に係る
　基準財政需要額算入額 （Ｄ）



  （ 単位：千円 ）

（剰余)20,669

簡易水道事業会計（法非適用企業） （剰余)4,353

（剰余)7,638

（剰余)

資金不足比率

－％

－％ 214,940

－％

資金不足比率 ・・・公営企業ごとの資金不足額が事業規模に占める割合

特別会計の名称

工業用水道事業会計（法適用企業）

上那賀病院事業会計（法適用企業）

資金不足額・剰余額 Ａ

　（法適用企業）　資金不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の
　　　　　　　　　現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

　（法非適用企業）資金不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に
　　　　　　　　　充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

◎事業の規模・・・料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額

事業の規模 Ｂ

28,499

424,044

85,788

53,304集落排水事業会計（法非適用企業）

－％

　（法適用企業）　事業規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

　（法非適用企業）事業規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

◎資金不足の額・・・一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額

資金不足比率
（－％）

＝
資金の不足額 Ａ

事業の規模 Ｂ


